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令和６年度「地球温暖化対策推進事業」の取組状況について 

 

１ 要旨・目的 

県の温暖化対策の基本となる第３次広島県地球温暖化防止地域計画（以下「地域計画」という。）

に基づき実施した、「地球温暖化対策推進事業」の令和６年度の取組状況について報告する。 

 

２ 現状・背景 

○ 令和５年３月に地域計画を改定し、令和 12（2030）年度の温室効果ガス削減目標を 39.4％

減（平成 25（2013）年度比）とし、目標達成に向けた取組を実施している。 

○ 地域計画においては、家庭や中小事業者等における省エネルギー対策とともに、自家消費型

太陽光発電や小水力発電等の再生可能エネルギーの導入促進等を重点施策としている。 

 

３ 取組状況等の概要 

ネット・ゼロカーボン社会の実現に向けて、「省エネルギー対策の推進」及び「再生可能エネル

ギーの導入促進」を軸に、次の取組を実施した。 

(1) 省エネルギー対策の推進 

① 省エネ機器導入支援事業 

対象者 家庭 

事業内容 
LED照明器具の購入経費に対する補助（ポイント付与）及び広報啓発 

（ポイント付与上限：10,000円分、購入代金の 1/2以内） 

取組状況等 

【取組状況と成果】 

○スケジュール 

・対象商品購入期間  ：6/20～12/1 

・ポイント等申請期間：6/20～12/4 

・ポイント等交換期間：6/20～2/23 

※当初の予定よりも１か月以上前倒しで終了 

○申請状況 

目標：20,000台 実績：31,100台 

○その他 

直接効果として年間で約 552ｔの CO2削減 

【今後の対応】 

令和７年度は、LED照明器具へのポイント付与から、購入を契機に「うちエコ

診断 WEBサービス」＊を受診した者へのポイント付与に改め、対象品目に家庭に

おける消費電力の多いエアコン、冷蔵庫を追加することにより、県民の省エネ

に関する行動変容につなげ、更なる温暖化対策効果を図る。 

＊うちエコ診断 WEB サービス：光熱費や家庭の機器の使用状況等をスマホ等で入力すると、具

体的な省エネ対策や削減効果が分かり、省エネ行動の促進に繋がる環境省の WEB サービス 
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② 中小企業省エネルギー普及啓発・導入支援事業 

対象者 中小企業 

事業内容 

○脱炭素・カーボンニュートラルに係る県内企業の優良事例紹介等を行うセミ

ナーや省エネ設備改修等促進のための、国補助金等の制度周知、活用に向け

た個別相談の開催 

○CO2排出量の「見える化」を中心とした伴走型省エネ支援 

取組状況等 

【取組状況と成果】 

○セミナー：５回（参加者累計 598名） 

 ※広島銀行・中国電力との共催事業等 

○相談会：９回（参加社累計：349社） 

前年度から開催回数を増やし、事業者のニーズに応

じて、省エネ補助金に限らず、広く省エネ支援制度

について対応 

○伴走型支援 

県内企業 34社に対し、CO2排出量の可視化を支援 
 

【今後の対応】 

令和７年度は、これまでの周知方法に加え、関係団体と連携した働きかけ等

を行い、参加事業者の拡大を図るとともに、伴走型支援については、「見える化」

にとどまらず、対象をコスト削減効果が分かる省エネ診断や削減計画策定、補

助金申請支援などに拡充し、各社のニーズや課題にオーダーメイド型の支援を

行う。 

 

 

 

 

 

③ スマートハウス普及促進事業 

対象者 住宅購入や改修を検討している県民、県内中小規模の工務店等 

事業内容 既存住宅の断熱リフォーム等の普及・啓発 

取組状況等 

【取組状況と成果】 

○中小規模の工務店に対し国補助金の情報等

に係るセミナーを開催 

（５回実施、参加者累計 128名） 

○県民に対し断熱リフォームのメリットを 

イベント出展により周知 

（５回実施、参加者累計 977名） 
 
【今後の対応】 

令和７年度も引き続き、中小規模の工務店等に対して、国庫補助を活用した

営業モデル等を啓発し、省エネ住宅の普及を促進する。 

【伴走型支援チラシ】 

【セミナーの様子】 

【セミナー・相談会の様子】 
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(2) 再エネ導入促進 

① 課題解決型太陽光発電施設導入事業【R6～新規】 

対象者 

PPA事業者＊等（※対象施設：県内の民間施設、公共施設等） 

＊PPA 事業者：需要家が保有する施設の敷地内に太陽光発電設備を設置し、管理・保守

を行いながら、発電した電力を有償で提供する事業者 

事業概要 

自家消費型太陽光発電の普及に向け、導入に課題を有する施設に対する太陽

光発電設備導入のモデル事業を実施。PPA 事業者に対し企画提案を公募し、モ

デル事業に必要な経費の一部を支援。（補助率：1/2、補助上限額：800万円） 

取組状況等 

【取組状況と成果】 

○次の３社の事業を採択し、取組を実施 

事業者名等 事業内容 

① 常 石 商 事

(株)（福山市） 

○事業所の屋根及びカーポートに太陽光パネルを設置

（R7.2完成） 

○発電した電力を事業所で使用するとともに、電気自動車

に蓄電し効率的に活用す

る。また、休日に発生する

余剰電力はＰＰＡ等でグル

ープ会社の遊園地へ供給し

活用する。 

②(株)真末鉄

工所（広島市

安佐北区） 

○工場屋根に太陽光パネルを設置（R7.2完成） 

○発電した電力を工場で使用し、休日に発生する余剰電力

は電気自動車に蓄電し効率的に活用するとともに、災害

による停電時には予備電源として活用する。また、利用

状況などをモニタリン

グし CO2 削減の管理体

制を構築する。 

③ 中 国 電 力

(株)エネルギ

ア総合研究所

（東広島市） 

太陽光発電設備を整備した２拠点の模擬フィールドに

おいて、発電・需要の計画・管理、蓄電装置等の充放電計

画の最適化、計画に合わせた制御といった独自機能を備え

たエネルギーマネジメ

ントシステムの改良を

行い、２拠点以上の拠

点全体で太陽光発電電

力を効率的に利用す

る。（R7.5完了予定） 

【今後の対応】 

モデル事業の成果を検証するとともに、事例展開による普及を図る。また、

令和７年度も引き続き、新たなモデル事業の公募を実施する。 
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② 水道施設未利用水力等ポテンシャル調査事業【R6～新規】 

対象者 県内市町、広島県水道広域連合企業団（旧県営水道事業） 

実施内容 
小水力発電の普及に向けた、県内の水道施設における未利用水力を活用した

マイクロ水力発電の導入ポテンシャルを調査 

取組状況等 

【取組状況と成果】 

○浄水場や配水池など 501 箇所（調査を希望した市町に所在する水道施設等）

を対象に、自然流下、落差、流量等のデータを元に、個別検討を行う施設を

絞り込んだ後、施設毎に、発電能力や概算工事費、投資効果等を試算した。 

○また、今後、工事費等の精査や送水の安全性

確保など導入の実現可能性を確認する予定

施設を検討した。 
 
 

【今後の対応】 

本調査結果を踏まえ、令和７年度においては、事業者（水力発電設備メーカ

ー）へのサウンディング等により、導入の実現可能性をさらに精査するととも

に、導入が見込める施設については、引き続き、発注に向けた標準仕様等の作

成など、導入に向けた取組を支援する。 

 

 

【事業イメージ】 


